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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第80期

第２四半期連結
累計期間

第80期
第２四半期連結
会計期間

第79期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 30,380 15,222 64,192

経常利益 (百万円) 3,821 1,791 8,100

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,120 1,528 6,213

純資産額 (百万円) ― 56,399 54,893

総資産額 (百万円) ― 77,027 76,158

１株当たり純資産額 (円) ― 1,836.901,787.64

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 103.20 50.51 206.32

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 103.08 50.48 205.44

自己資本比率 (％) ― 72.2 70.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,332 ― 7,130

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,286 ― △5,535

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △574 ― △1,349

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 6,406 4,904

従業員数 (名) ― 2,011 1,935

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

(1) 合併

樹脂ホース・チューブ製品の製造をおこなっているニッタムアーメキシコ（連結子会社）はNMD FUEL

SYSTEMS（連結子会社）を平成20年８月７日に吸収合併しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 2,011

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は少数のため省略しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 570

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は少数のため省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品で

あってもその容量、構造、形式等は、必ずしも一様ではなく、また、受注生産形態をとらない製品も多く、事

業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。

このため、生産、受注及び販売の状況については、「３ 財政状態及び経営成績の分析」における各事業

の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)経営成績の分析    

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、米国サブプライム問題以降の金融証券市場の動揺

や原油・原材料価格の高止まりを背景に停滞気味の様相にて推移し 、更に夏場からは景気の減速感が一

層強まりました。

このような環境下、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は、一部連結子会社の持分法適用会社への

異動に伴う減収要因もあり15,222百万円(前年同期比4.2%減)となりました。

利益面では、営業利益は新規事業分野への積極的な投資などもあり、811百万円(前年同期比16.5%減）

となりました。また、経常利益については、持分法適用海外関連会社の為替の影響もあり、1,791百万円(同

13.3%減)となり、四半期純利益は 1,528百万円(同7.6%減)となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ベルト・ゴム製品事業

主力のベルト製品（受注額2,838百万円、当社単独ベース）は、欧州や中国を中心とした繊維機械、金融

機械産業向けが堅調に推移したもののカーブコンベヤなどで大型受注物件が少なくやや低調に推移しま

した。 

　ゴム製品（受注額1,936百万円、当社単独ベース）は、関連会社向けのゴム素材製品、道路用ジョイント

など全般的に受注が低調に推移し、前年同期比減収となりました。また、ベルト・ゴム製品の生産規模は

3,290百万円（販売価格ベース、当社単独ベース)となりました。 以上の結果、売上高は6,255百万円と前

年同期比294百万円の減少（4.5％減）となりました。営業利益は、付加価値の高い製品の売上減もあり

497百万円と前年同期比125百万円の減少（20.1％減）となりました。 

②ホース・チューブ製品事業

ホース・チューブ製品（受注額4,347百万円、ニッタ・ムアー（株）単独ベース）は建設機械向けの

ホース製品やエアブレーキ用チューブなどの自動車向けが好調に推移しました。ホース・チューブ製品

の生産規模は4,805百万円（販売価格ベース、ニッタ・ムアー（株）単独ベース）となりました。また海

外子会社での販売も好調に推移した結果、売上高は5,685百万円と前年同期比137百万円の増加（2.5％

増）となりました。営業利益は増収効果もあり510百万円と前年同期比38百万円の増加（8.2％増）とな

りました。
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③その他産業用製品事業

空調製品（受注額926百万円、当社単独ベース）では半導体・液晶業界、産業空調分野などの設備投資

が堅調に推移し、増収となりました。メカトロ・センサ製品（受注額554百万円、当社単独ベース）では、

自動車産業向けの受注などが低調に推移しました。また中国での連結子会社が持分法適用会社へ異動し

たことに伴う減収要因もあり売上高は2,205百万円と前年同期比599百万円の減収（21.4％減）、営業利

益は前年同期75百万円の黒字から営業損失209百万円となりました。

④不動産事業

平成19年９月に東京ニッタビルが竣工し、前下半期から賃貸収入が増加したため売上高は301百万円と

前年同期比77百万円の増収（34.7％増）となりました。また営業利益も増収効果などにより100百万円と

前年同期比148百万円の増加となりました。

⑤経営指導事業

経営指導の対象となる関連会社の業績は好調に推移し、売上高は358百万円と前年同期比18百万円

（5.4％増）、営業利益は267百万円と前年同期比12百万円（4.9％増）となりました。

⑥その他事業

自動車運転免許教習事業や北海道における山林事業等で構成されるその他の事業の売上高は415百万

円と前年同期比3百万円の減収（0.9％減）、営業損失は15百万円と前年同期比14百万円の減益となりま

した。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

国内では、主力であるベルト・ゴム製品事業などの受注が低調に推移した結果、売上高は12,639百万円

と前年同期比280百万円の減少（2.2％減）となりました。また、営業利益も970百万円と前年同期比155百

万円の減少（13.8％減）となりました。

②アジア

台湾での半導体業界需要の不振や中国での連結子会社が持分法適用会社へ異動したことに伴う減収要

因もあり売上高は1,425百万円と前年同期比435百万円の減収（23.4％減）となりました。また営業利益

も139百万円と前年同期比52百万円の減少（27.4％減）となりました。

③欧米

ベルト・ゴム製品を中心に堅調に推移し売上高は1,157百万円と前年同期比52百万円の増加（4.7％

増）となりましたが、営業利益は52百万円と前年同期比30百万円の減少（36.6％減）となりました。

(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較し868百万円増加し、77,027百万円

となりました。流動資産は、現預金の増加や受取手形及び売掛金の減少を主要因に前連結会計年度末と比

較し202百万円増加の 31,872百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末と比較し665百万円増

加し、45,154百万円となりました。有形固定資産が240百万円減少したものの持分法適用会社の利益剰余

金の増加等により投資その他の資産が 611百万円増加したことが主な要因であります。

負債合計は、前連結会計年度末と比較し 637百万円減少し20,627百万円となりました。支払手形及び買

掛金や借入金の減少が主な要因であります。

純資産合計は、前連結会計年度末と比較し1,506百万円増加し、56,399百万円となりました。四半期純利

益 3,120百万円の計上により利益剰余金が増加しましたが、評価・換算差額等が減少したためでありま

す。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結

会計期間末に比べ947百万円増加し、6,406百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因

は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前四半期純利益の計上を主要因に1,665百万円となりまし

た。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、有形固定資産の取得を主要因に797百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 　　　　　

財務活動により使用した資金は、大きな増減要因はなく13百万円となりました。 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は、395百万円であります。なお、

当第２四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について重要な変更並びに設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,272,50330,272,503

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

―

計 30,272,50330,272,503― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 　　　 　　　1,386(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　 　　　138,600(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,817 (注)３

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日～平成23年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,817
資本組入額　  909

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時に

おいても当社または当社子会社の取締役、執行役員も

しくは幹部社員及びこれらに準じる者の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年によ

る退職の場合は、この限りではない。

②　その他の条件については、本総会及び新株予約権発

行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り

当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」で定めたところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めな

い。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

　　 (注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　当社が株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使され

ていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果生じ

る１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によるも

のを除く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 　　　 　　　2,104 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　 　　　210,400 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,636 (注)３

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,636
資本組入額　  818

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時に

おいても当社または当社子会社の取締役、執行役員も

しくは幹部社員及びこれらに準じる者の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年によ

る退職の場合は、この限りではない。

②　その他の条件については、本総会及び新株予約権発

行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り

当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」で定めたところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めな

い。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　当社が株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使され

ていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果生じ

る１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によるも

のを除く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

   　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

21,40030,272,503 18 8,060 18 7,608

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１－８－11 4,171 13.77

新田ゴム工業㈱ 大阪市浪速区桜川４－４－26 2,942 9.71

アイビーピー㈱ 大阪市浪速区桜川４－４－26 2,300 7.59

日本マスタートラスト
信託銀行㈱

東京都港区浜松町２－11－３ 1,918 6.33

資産管理サービス信託銀行㈱
東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド　トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

1,349 4.45

ニッタ取引先持株会 大阪市浪速区桜川４－４－26 912 3.01

新　田　雅　子 大阪府堺市堺区 712 2.35

ザ　チェース　マンハッタン　バ
ンク　エヌエイ　ロンドン　エス　
エル　オムニバス　アカウント
(常代)㈱みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

東京都中央区日本兜町６－７
 

652 2.15

新　田　忠 長野県北佐久郡軽井沢町 498 1.64

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク

(常代)㈱みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室

125 LONDON WALL LONDON EC2Y  5AJ U.
K.

東京都中央区日本兜町６－７ 
 

460 1.52

計 ― 15,916 52.57

(注)１　 みずほ信託銀行㈱から平成20年６月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成20年５月

30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受ておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。

　　　なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 1,694 5.61

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３－５－27 83 0.28

計 ― 1,778 5.89

　２　 　フィデリティ投信㈱から平成20年８月７日付の変更報告書の写しの送付があり平成20年７月31日現在で以下の

株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。

　　　なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フィデリティ投信㈱
東京都港区虎ノ門４－３－１　城山トラスト
タワー

1,241 4.10

エフエムアールエルエルシー
(FMR LLC)

米国　02109マサーチューセッツ州ボストン　
デヴォンシャーストリート８２

3 0.01

計 ― 1,244 4.11
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

6,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,250,500
302,505 ―

単元未満株式
普通株式

16,003
― ―

発行済株式総数 30,272,503― ―

総株主の議決権 ― 302,505 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権50個）含まれており

ます。

　　 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ニッタ株式会社
大阪市浪速区桜川
４－４－26

6,000 ― 6,000 0.02

計 ― 6,000 ― 6,000 0.02

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,7502,2652,4452,3102,0651,687

最低(円) 1,5301,6422,1501,8881,6331,243

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものでありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,418 5,014

受取手形及び売掛金 19,418 20,427

たな卸資産 ※１
 4,743

※１
 4,571

繰延税金資産 507 700

その他 869 1,050

貸倒引当金 △85 △93

流動資産合計 31,872 31,670

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※２
 12,865

※２
 13,235

機械装置及び運搬具（純額） ※２
 2,645

※２
 2,659

工具、器具及び備品（純額） ※２
 622

※２
 662

土地 2,710 2,737

建設仮勘定 348 141

その他 189 186

有形固定資産合計 19,382 19,622

無形固定資産 1,366 1,071

投資その他の資産

投資有価証券 22,589 22,238

長期貸付金 152 168

繰延税金資産 963 792

その他 865 761

貸倒引当金 △165 △166

投資その他の資産合計 24,406 23,794

固定資産合計 45,154 44,488

資産合計 77,027 76,158

EDINET提出書類

ニッタ株式会社(E01111)

四半期報告書

15/32



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,426 12,663

短期借入金 445 561

未払法人税等 630 485

賞与引当金 830 823

その他 1,527 1,970

流動負債合計 15,859 16,504

固定負債

長期借入金 650 650

退職給付引当金 2,208 2,188

役員退職慰労引当金 559 561

負ののれん 144 168

その他 1,204 1,191

固定負債合計 4,767 4,760

負債合計 20,627 21,265

純資産の部

株主資本

資本金 8,060 8,016

資本剰余金 7,608 7,564

利益剰余金 39,644 37,127

自己株式 △10 △9

株主資本合計 55,303 52,698

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 355 351

為替換算調整勘定 △62 962

評価・換算差額等合計 292 1,314

少数株主持分 803 880

純資産合計 56,399 54,893

負債純資産合計 77,027 76,158

EDINET提出書類

ニッタ株式会社(E01111)

四半期報告書

16/32



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 30,380

売上原価 22,343

売上総利益 8,036

販売費及び一般管理費 ※１
 6,240

営業利益 1,795

営業外収益

受取利息 13

受取配当金 32

業務受託料 262

持分法による投資利益 1,864

その他 201

営業外収益合計 2,375

営業外費用

支払利息 22

業務受託費用 260

その他 67

営業外費用合計 349

経常利益 3,821

特別利益

造林補助金 21

補助金収入 159

その他 4

特別利益合計 185

特別損失

造林圧縮損 21

投資有価証券評価損 54

その他 26

特別損失合計 102

税金等調整前四半期純利益 3,904

法人税、住民税及び事業税 751

法人税等調整額 13

法人税等合計 764

少数株主利益 18

四半期純利益 3,120
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 15,222

売上原価 11,190

売上総利益 4,032

販売費及び一般管理費 ※１
 3,220

営業利益 811

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 6

業務受託料 126

持分法による投資利益 970

その他 83

営業外収益合計 1,195

営業外費用

支払利息 8

業務受託費用 125

為替差損 70

その他 11

営業外費用合計 215

経常利益 1,791

特別利益

固定資産売却益 1

造林補助金 21

補助金収入 159

特別利益合計 182

特別損失

造林圧縮損 21

投資有価証券評価損 54

その他 24

特別損失合計 100

税金等調整前四半期純利益 1,873

法人税、住民税及び事業税 195

法人税等調整額 126

法人税等合計 322

少数株主利益 22

四半期純利益 1,528
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,904

減価償却費 1,079

のれん償却額 2

負ののれん償却額 △23

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3

受取利息及び受取配当金 △46

支払利息 22

持分法による投資損益（△は益） △1,382

投資有価証券評価損益（△は益） 54

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 12

売上債権の増減額（△は増加） 882

たな卸資産の増減額（△は増加） △234

仕入債務の増減額（△は減少） △174

その他の流動資産の増減額（△は増加） 178

その他の固定資産の増減額（△は増加） △8

その他の流動負債の増減額（△は減少） △417

その他の固定負債の増減額（△は減少） 13

小計 3,904

利息及び配当金の受取額 46

利息の支払額 △22

法人税等の支払額 △595

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,332

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 97

有形固定資産の取得による支出 △835

有形固定資産の売却による収入 4

無形固定資産の取得による支出 △426

無形固定資産の売却による収入 0

投資有価証券の取得による支出 △74

投資有価証券の売却による収入 112

関係会社株式の取得による支出 △76

貸付けによる支出 △7

貸付金の回収による収入 23

その他 △104

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,286
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 24

長期借入れによる収入 3

長期借入金の返済による支出 △81

株式の発行による収入 88

自己株式の取得による支出 △1

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △604

少数株主への配当金の支払額 △5

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △574

現金及び現金同等物に係る換算差額 30

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,501

現金及び現金同等物の期首残高 4,904

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 6,406
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月1日 
   至　平成20年９月30日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９　　　　　　

　号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）に変更しております。

　 この変更による損益に与える影響はありません。

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平

成18年５月17日　実務対応報告第18号）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。

　 この変更による損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 3,133百万円

仕掛品 239百万円

原材料及び貯蔵品 1,370百万円

計 4,743百万円

 

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 2,998百万円

仕掛品 223百万円

原材料及び貯蔵品 1,349百万円

計 4,571百万円

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、28,887　　　百万

円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、28,288　　　百万

円であります。

 

３　偶発債務

　  (保証債務)
　　　他社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり

保証を行っております。
ゲイツニッタベルトカンパ
ニーLLC

636百万円

ゲイツユニッタ(インディア)
CO.,LTD

211百万円

アニハ（杭州）通信産品有限
公司

51百万円

 

台湾霓塔股? 有限公司 8百万円

ニッタインダストリーズ
ヨーロッパGmbH

3百万円

計 910百万円
 

３　偶発債務

　  (保証債務)
　　　他社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり

保証を行っております。
ゲイツニッタベルトカンパ
ニーLLC

682百万円

ゲイツユニッタ(インディア)
CO.,LTD

240百万円

アニハ（杭州）通信産品有限
公司

50百万円

 

ニッタインダストリーズ
ヨーロッパGmbH

3百万円

 

台湾霓塔股? 有限公司 2百万円

計 978百万円
 

　

EDINET提出書類

ニッタ株式会社(E01111)

四半期報告書

22/32



(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。
従業員給料及び賞与 1,675百万円
賞与引当金繰入額 373
役員退職慰労引当金繰入額 31
貸倒引当金繰入額 2

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。
従業員給料及び賞与 872百万円
賞与引当金繰入額 170
役員退職慰労引当金繰入額 16

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,418百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△12

　　現金及び現金同等物 6,406
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 30,272,503

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,081

　

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 604 20平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月７日
取締役会

普通株式 544 18平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金

　　　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ著しい変

動がみられないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

ベルト・
ゴム製品
事業
(百万円)

ホース・
チューブ
製品事業
(百万円)

その他
産業用
製品事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

経営指導
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,2555,6852,205 301 358 41515,222 ─ 15,222

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 5 ─ 32 85 324 449 (449) ─

計 6,2565,6912,205 334 443 74015,672(449)15,222

　　　営業利益 497 510 (209) 100 267 (15)1,151(340) 811

　
(注)  １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２　各事業の主な製品 

 (1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 

 (2) ホース・チューブ製品事業…… 

            樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング

 (3) その他産業用製品事業…… 

            空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 

 (4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 

 (5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導

 (6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

ベルト・
ゴム製品
事業
(百万円)

ホース・
チューブ
製品事業
(百万円)

その他
産業用
製品事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

経営指導
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,53811,4394,337 598 707 75730,380 ─ 30,380

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

59 12 ─ 66 164 637 940 (940) ─

計 12,59811,4514,337 665 872 1,39531,321(940)30,380

　　　営業利益 1,0851,018(314) 199 519 (44)2,466(670)1,795

(注)  １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２　各事業の主な製品 

 (1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 

 (2) ホース・チューブ製品事業…… 

            樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング

 (3) その他産業用製品事業…… 

            空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 

 (4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 

 (5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導

 (6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,639 1,425 1,157 15,222 ― 15,222

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

971 658 40 1,670 (1,670) ―

計 13,611 2,083 1,198 16,893(1,670)15,222

営業利益 970 139 52 1,162 (351) 811

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

　(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール 

　　欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

アジア　
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

25,218 2,714 2,446 30,380 ― 30,380

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,898 1,283 76 3,258 (3,258) ―

計 27,117 3,998 2,523 33,639(3,258)30,380

営業利益 1,970 312 136 2,418 (622) 1,795

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

　(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール 

　　欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

アジア 欧米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,889 1,180 3,069

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 15,222

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.4 7.8 20.2

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　　　　アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア

　　　　　欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

アジア 欧米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,661 2,384 6,046

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 30,380

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.1 7.8 19.9

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　　　　アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア

　　　　　欧米………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,836.90円 1,787.64円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 56,399 54,893

普通株式に係る純資産額(百万円) 56,399 54,013

差額の主な内訳（百万円）

　少数株主持分 803 880

普通株式の発行済株式数(千株) 30,272 30,220

普通株式の自己株式数(千株) 6 5

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) 30,266 30,214

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月31日)

１株当たり四半期純利益 103.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 103.08円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,120

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,120

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,240

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)　　

─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳(千株)
　新株予約権

33

普通株式増加数(千株) 33

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結
会計年度末から重要な変動がある場合の概要

─

　

第２四半期連結会計期間
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当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 50.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 50.48円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,528

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,528

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,260

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)　　

─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳(千株)
　新株予約権

17

普通株式増加数(千株) 17

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結
会計年度末から重要な変動がある場合の概要

─

　

　

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得

当社は、平成20年11月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され
る同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得について次のとおり決議いたしました。

(1)自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに将来の経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を遂行できるようにする

ため。

(2)取得の方法

信託方式による市場買付

(3)取得する株式の種類及び数

当社普通株式　　300 千株（上限）

(4)株式取得価額の総額

500 百万円（上限）

(5)自己株式取得の期間

平成20年11月18日から平成21年２月27日まで
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２【その他】

　第80期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の中間配当については、平成20年11月７日開

催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された

株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　544百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 　　　　　18円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　 　平成20年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

ニッタ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　市　　田 　   龍　　  　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　柳　　　　　年　　哉　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニッ

タ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニッタ株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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